
 

 

特定非営利活動法人 定款例 ‐抜粋‐  
 

特定非営利活動法人○○○○定款 

 

 

 

第９章  公告の方法 

（公告の方法） 

第 53 条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示す

るとともに、官報に掲載して行う。ただし、法第 28 条

の２第１項に規定する貸借対照表の公告については、

○○に掲載して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

留意事項 
  

 

 

 

 

 

＜第９章＞…必要的記載事項（法 11①十

四） 

＜第 53 条＞ 

注１：公告とは、第三者の権利を保護する

ため、第三者の権利を侵害するおそれ

のある事項について広く一般の人に知

らせることである。法人の活動実態に

応じて、官報、日刊新聞やインターネ

ットホームページを選択して記載する

ことが考えられる。 

注２：法人は、前年度の貸借対照表作成後

遅滞なくこれを公告しなければならな

い。貸借対照表の公告方法は次の４つ

の方法から選んで定款で定める必要が

ある（法 28 の２）。 

公告方法 【○○】の記載例 

①官報 官報 

②日刊新聞紙 
○○府において発行

する○○新聞 

③電子公告 

この法人のホームペ

ージ 

内閣府ＮＰＯ法人ポ

ータルサイト 

（法人入力情報欄） 

④主たる事務

所の公衆の見

やすい場所 

この法人の主たる事

務所の掲示場（に掲

示） 

なお、③を選択する場合は、事故その

他やむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合の公

告方法として①か②のいずれかを定める

ことができる（法 28の２③） 

注３：定款において、官報以外の公告方法

を選択した場合であっても、次の  

①及び②の公告については、選択した

公告方法に加え、官報に掲載して行う

必要がある。 

①解散した場合に清算人が債権者に対

して行う公告 

②清算人が清算法人について破産手続

開始の申立を行った旨の公告 

（法 31 の 10④及び法 31の 12④） 

 

 

 

 

２部提出 

＜第 条＞と下線を付した条は、法に定

める必要的記載事項である。 


